
～概要版～   
 

神埼市特定事業主行動計画の改正について 
 
平成２７年９月に女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２

７年法律第６４号）が公布され、地方公共団体の機関等には特定事業主行動計画

の策定が義務付けられました。 
神埼市では、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）に基づ

く特定事業主行動計画に取り組んできましたが、これらの特定事業主行動計画

について一体的に策定し、男女を通じた働き方改革への取組や仕事と家庭の両

立を推進していきます。 
 
主な法改正概要 
・各自治体が事業主の立場として女性職員の活躍のために特定事業主行動計画

を策定すること。 
・女性職位活躍の現状を、所定の必須・任意把握項目等により把握・分析し、そ

の結果を踏まえ、それぞれの自治体の実情に応じた数値目標を設定する。 
計画期間 

次世代育成支援については、平成２７年度から平成３６年度までの１０年間

のうち、平成２７年度から平成３２年度までの６年間を前期の計画期間として

います。また、女性活躍推進法については、平成２８年４月からの施行となっ

ているため、女性活躍推進法に関する内容については、平成２８年度から平成

３２年度までの５年間を計画期間とします。今後も、この２つの行動計画を一

体として策定することとし、定期的に計画の見直しを行います。 
実施体制 
  行動計画の実施状況は、総務企画部総務課において定期的に点検を行い、行

動計画の内容を変更すべき事項があった場合には、各部署と協議し、見直し時

期の到来を待つことなく、計画を見直します。 
 
課題分析結果 
・働き方改革の推進 
   年次休暇取得率は減少して、時間外勤務時間数が増加する傾向にあるた

め、全庁的な働き方の改革が必要と考えます。 
   特に男性職員について、出産補助休暇（２日間）と配偶者出産時育児休暇

（５日間）の完全取得を推進し、男性が家事・育児に関わることが当たり前

となるよう、職員の意識改革や職場の働き方改革を進めていく必要があり

ます。 



 

・女性活躍推進の取組 
働くすべての女性職員が自らの持つ個性と能力を十分に発揮できるよう

な環境の整備を行い、男女差のない人物本位の選考により女性職員を管理職

に登用するため、監督職への人材育成を計画的に行います。 
 

主な取組と数値目標 
・妊娠中及び出産後における配慮 

育児に関する休暇を取得しやすい職場環境の整備に努め、引き続き女性職

員の育児休業取得率１００％を維持します。 

・男性職員による積極的な育児支援制度の活用 
制度が利用可能な男性職員の出産補助休暇（２日間）及び配偶者出産時育

児休暇取得割合５０％を目指し、育児休業取得者５人以上を目指します（目

標達成年度：平成３２年度）。 

・超過勤務の縮減 
各職員の１年間の超過勤務時間数について、基準年度（平成２６年度）の

５％削減の達成に努めます（目標達成年度：平成３２年度）。 

・休暇の取得促進 
職員１人当たりの年次休暇取得日数を年平均１０日取得の達成に努めま

す（目標達成年度：平成３２年度）。 
・女性の活躍推進に向けた取組み 

働くすべての女性職員が自らの持つ個性と能力を十分に発揮できるよう

な環境の整備を行い、男女差のない人物本位の選考により、全職員数に占め

る女性管理職の割合５％の達成に努めます（目標達成年度：平成３２年度）。 
・子どもたちの職場見学の新設 


